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仮想市場評価法を用いた地域イベントの経済評価
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Economic Evaluation of a Regional Event by Contingent Valuation Method
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A 121 52 100 200 50
B 121 52 200 300 100
C 121 52 300 500 200
D 121 52 500 1000 300
E 120 52 1000 2000 500
F 120 52 2000 3000 1000
表2 支払提示額と受諾の割合３
大阪府内 大阪府外
提示金額 yes No 合計 賛同率 yes No 合計 賛同率
50 11 30 41 26.8% 1 12 13 7.7%
100 99 69 168 58.9% 48 25 73 65.8%
200 162 109 271 59.8% 65 55 120 54.2%
300 137 135 272 50.4% 60 57 117 51.3%
500 105 165 270 38.9% 48 60 108 44.4%
1000 56 218 274 20.4% 34 80 114 29.8%
2000 13 129 142 9.2% 10 61 71 14.1%






























































































































































定義 Q7質問番号 大阪府内 構成比 大阪府外 構成比 合計 構成比
（A)グロス･（B)ネット 1 259 35.8% 101 32.4% 360 34.7%
（A)グロス･（B)ネット 2 358 49.4% 162 51.9% 520 50.2%
（B)ネット 上記合計 617 85.2% 263 84.3% 880 84.9%
（A)グロス 3 93 12.8% 37 11.9% 130 12.5%
（A)グロス 4 14 1.9% 12 3.8% 26 2.5%





















































大阪市内 111,037,565 181,146,103 178,757,175
大阪府内（大阪市除く） 119,629,757 195,163,361 192,589,575
大阪府外 116,589,355 203,020,376 195,405,042








大阪市内 94,627,317 154,374,511 152,338,642
大阪府内（大阪市除く） 101,949,669 166,320,158 164,126,751
大阪府外 98,278,847 171,135,766 164,716,430
合計 294,855,833 491,830,434 481,181,823
一方、非市場価値の推計や定量的評価が
行われない場合、財政難などの理由から費
用のみに着目され、イベントが廃止された
場合の地域や行政の損失を考慮できず効率
的で重要な支出が行われない事態に陥って
しまう可能性がある。上述の複数の定量的
な評価を行うことによってイベントの価値
を明確にし、効率的な税金の支出や正確な
政策評価につながるものと考えられる。
最後に、イベントは様々な価値や効果を
発生させ、中でも非市場価値については、
イベントに参加しなくてもイベントの価値
を認める非利用価値や受動的価値など様々
な価値が存在しており４、これらの価値や
定義を含めることによって効果は拡大しイ
ベントの評価は異なる結論となってしまう
可能性がある。こうした問題については今
後の課題としたい。
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